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別紙１

計算書類に対する 注記( 法人全体)

１ ． 継続事業の前提に関する 注記                                                                     

　 　 　 該当なし

２ ． 重要な会計方針                                                                                 

 （ 1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　 　 　 財政調整積立資産に含ま れる 満期保有目的の債券　 　 償却原価法（ 定額法） によ る 。

 （ 2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 　 　 貯蔵品　 　 取得価額をも っ て貸借対照表価額と し ている 。

 （ 3） 固定資産の減価償却の方法

　 　 ・ 固定資産： 平成19年3月31日以前に取得し たも のは旧定額法、 平成19年４ 月１ 日以降に取得し たも のは

　 　 　 定額法によ る 。

　 　 ・ リ ース 資産： 所有権移転外フ ァ イ ナンス ・ リ ース 取引に係る リ ース 資産については、 リ ース 期間を 耐用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 年数と し 、 残存価額を零と する 定額法によ っ ている 。

 （ 4） 引当金の計上基準

　  ・ 退職給付引当金

　 　 　 職員の退職給付に備える ため、 当法人で採用し ている 全国社会福祉協議会の退職共済制度に基づいて、

　 　 　 当期末における 期末退職金要支給額（ 約定の給付額から 被共済職員個人が既に拠出し た掛金累計額を

　 　 　 差引いた額） を計上し ている 。

　  ・ 賞与引当金

　 　 　 職員の賞与支給に備える ため、 支給見込額のう ち当期に帰属する 額を計上し ている 。

　  ・ 徴収不能引当金

　 　 　 該当なし

 （ 5） 用語については本会経理規定に定める も のと する 。

３ ． 重要な会計方針の変更                                                                           

　 　 　 　 該当なし

４ ． 法人で採用する 退職給付制度                                                                     

　 当法人で採用する 退職給付制度は以下のと おり である 。

　 　 ( 1) 全国社会福祉協議会が実施する 、 全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度。

　 　 ( 2) 勤労者退職金共済機構が実施する 中小企業退職金共済制度。
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５ ． 法人が作成する 計算書類と 拠点区分、 サービス 区分                                                 

　 　 当法人の作成する 計算書類は以下のと おり になっ ている 。

　 ( 1)  法人全体の計算書類( 会計基準省令第１ 号第１ 様式、 第２ 号第１ 様式、 第３ 号第１ 様式)

  ( 2)  事業区分別内訳表（ 会計基準省令第１ 号第２ 様式、 第２ 号第２ 様式、 第３ 号第２ 様式）

　 　 　 当法人では、 公益・ 収益事業を 実施し ていないため作成し ていない。

　 ( 3)  社会福祉事業における 拠点区分別内訳表( 会計基準省令第１ 号第３ 様式、 第２ 号第３ 様式、

　 　 　 第３ 号第３ 様式）

  ( 4） 公益・ 収益事業における 拠点区分別内訳表（ 会計基準省令第１ 号第３ 様式、 第２ 号第３ 様式、

　 　 　 第３ 号第３ 様式）

　 　 　 当法人では、 公益・ 収益事業を 実施し ていないため作成し ていない。

　 ( 5)  各拠点区分における サービス 区分の内容

　 　 　 ①地域福祉推進事業拠点区分

　 　 　 　 　 法人運営事業　 地域福祉推進事業　 総合事業　 指定管理施設　 子育て支援事業　 居宅介護支援事業

　 　 　 　 　 訪問介護事業　 通所介護事業　 生活介護( 基準該当) 事業　 　 居宅介護等（ ふ） 事業

　 　 　 ②れんがの家拠点区分

　 　 　 　 　 れんがの家運営事業　 相談支援事業　 生活介護事業　 　 障がい児通所事業　 日中一時支援事業

　 　 　 ③こ のみ坂保育園拠点区分

　 　 　 　 　 こ のみ坂保育園

６ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                   

基本財産の増減の内容及び金額は以下のと おり である 。                                                  

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　 土　 地     48, 371, 540             0             0    48, 371, 540

　 建　 物     97, 604, 758             0     7, 008, 102    90, 596, 656

　 定期預金      2, 000, 000             0             0     2, 000, 000

合            計    147, 976, 298             0     7, 008, 102   140, 968, 196

７ ． 基本金又は固定資産の売却若し く は処分に係る 国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

　 　 　 車両処分に伴う 、 預託金( リ サイ ク ル料) １ 件を処分し たこ と に伴い、 国庫補助金等特別積立金

　 　 合計 9, 880円を取り 崩し た。

８ ． 担保に供し ている 資産                                                                           

　 　 担保に供さ れている 資産は以下のと おり である 。

　 　 　 　 　 土地( 基本財産) 　 48, 371, 540円

　 　 担保し ている 債務の種類およ び金額は以下のと おり である 。

　 　 　 　 　 設備資金借入金　 福祉医療機構　 7, 425, 000円（ 1年以内返済予定額　 3, 564, 000円を 含む）
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９ ． 有形固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                           

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のと おり である 。                            

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

基本財産  ( 建物）    182, 145, 880    91, 549, 224    90, 596, 656

その他固定( 建物)     85, 897, 474    36, 225, 330    49, 672, 144

　 　 　 　 　 ( 建物付属設備)     12, 596, 778     9, 261, 253     3, 335, 525

　 　 　 　 　 ( 構築物) 　     32, 735, 320    20, 626, 079    12, 109, 241

　 　 　 　   ( 機械及び装置)      1, 502, 500     1, 502, 497             3

　 　 　 　 　 ( 車両運搬具)     33, 148, 444    29, 082, 095     4, 066, 349

　 　 　 　 　 ( 器具及び備品)     57, 333, 251    49, 208, 468     8, 124, 783

　 　 　 　   ( 有形リ ース 資産)     21, 211, 740     9, 822, 483    11, 389, 257

合            計    426, 571, 387   247, 277, 429   179, 293, 958

１ ０ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                         

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のと おり である 。                          

（ 単位： 円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

事業未収金    159, 124, 781             0   159, 124, 781

長期貸付金         30, 000             0        30, 000

未収補助金     10, 859, 159             0    10, 859, 159

合            計    170, 013, 940             0   170, 013, 940

１ １ ． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                     

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のと おり である 。                    

（ 単位： 円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　 　 価 評価損益

第81回　 三菱UFJリ ース ㈱　 無担保社債     20, 000, 000    20, 000, 000             0

第203回　 オリ ッ ク ス 社債( グリ ーンボンド )     30, 000, 000    28, 996, 200   △1, 003, 800

第63回　 ソ フト バンク グループ社債     30, 000, 000    29, 303, 400     △696, 600

合            計     80, 000, 000    78, 299, 600   △1, 700, 400

１ ２ ． 関連当事者と の取引の内容                                                                      
　                                                                                                   

（ 単位： 円）
法人 事業の 議決権 関係内容 取引の

種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 内容 取引金額 科目 期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

該当なし

取引条件及び取引条件の決定方針等                                                                    
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１ ３ ． 重要な偶発債務                                                                               

該当なし

１ ４ ． 重要な後発事象                                                                               

　 障がい福祉活動を 含めた地域福祉の向上に資する 事業開設に向けた造成工事済みの土地について

事業の開設に向けて、 熊本県障がい者施設整備補助金を 申請し ていたと こ ろ、 採択が見送り と なっ た。 加えて、

物価高騰の影響によ り 、 建設コ ス ト の増が見込ま れた。 よ っ て、 今年度の建設工事実施を 延期し 、 建築図面の

見直し を行っ ている 。 再度、 熊本県障がい者施設整備補助金を 申請し 、 令和８ 年度の開設を予定し ている 。

１ ５ ． 合併及び事業の譲渡若し く は事業の譲受け                                                       

　 該当なし

１ ６ ． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                         

純資産の状態を明ら かにする ために必要な事項                                                         

（ １ ） リ ース 資産の種類について、 有形リ ース と し て業務用パソ コ ンを無形リ ース と し て、 会計、 給与及び人事

　 労務管理ソ フト を 計上し ている （ いずれも リ ース 期間は５ 年）

（ ２ ） 貸借対照表上の建設仮勘定残高について

　 障がい福祉活動を 含めた地域福祉の向上に資する 事業の建築実施設計分（ 9, 338, 000円： 令和5年度計上） で

　 ある が、 注記１ ４ の記載内容のと おり 、 建設工事実施を令和７ 年度以降に延期し たためである 。

　 なお、 今年度は建設仮勘定の残高に増減は生じ ていない。
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